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１.202５年3月期 決算サマリー 

Ｆプロジェクト 
【連結】 

福井銀行 
【単体】 

福邦銀行 
【単体】 

コア業務純益 
（除く投信解約損益） 

 

100.5億円 

 

△0.6億円 

前年度比 

+59.9億円 

前年度比 

△7.3億円 

経常利益 

 

87.0億円 

 

80.1億円 

 

3.3億円 

前年度比 

+30.8億円 

前年度比 

+36.7億円 

前年度比 

△7.5億円 

当期純利益 

 

（※） 71.6億円 

 

68.0億円 

 

4.1億円 

前年度比 

+34.4億円 

前年度比 

+37.8億円 

前年度比 

△4.9億円 

（※）親会社株主に帰属する当期純利益 

Ｆプロジェクト【連結】 

 グループ一体の「まるごと支援」で
貸出金利息・コンサルティング収益・
グループ会社の外部売上高が増加 

 連結当期純利益は前年度比92％増
加。70億円超は9期ぶり 

福井銀行【単体】 

福邦銀行【単体】 

 コア業務純益（除く投信解約損益）
は12期ぶりに100億円超を達成 

 有価証券ポートフォリオの再構築に
よる債券ロスカット実施等による、
国債等債券売却損を計上 

 過年度の償却債権の回収による取
立益を計上 

 貸出金利回りの上昇により、利息収
入が増加 

 ベースアップ実施に伴う人件費増加
や、経営統合に向けたシステム構築
費用計上により、経費が増加 

2016.3月期 
江守GHD 
取立益20億 
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２.連結当期純利益（※）の推移 

9期ぶりに70億円超を達成 
福邦銀行子会社化後では、最高益 

（※）親会社株主に帰属する当期純利益 
福邦銀行の子会社化による 
負ののれん発生益46億円計上 

2021年10月 
福邦銀行子会社化 

2022年4月～ 
中期経営計画Ⅰ 

連結当期純利益（※）の推移 （単位：億円） 

2016.3月期 
江守GHD 
取立益20億 

 
※2025.3月期 
順栄興産 
取立益発生 
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3.コア業務純益（除く投信解約損益） 

トップライン（貸出金利息・役務取引等利益）が大幅に増加 
12期ぶりに100億円超を達成 

（※）投信解約損益除く 

①貸出金利息 
 貸出金残高増加、利回り上昇

により貸出金利息増加 
 
②役務取引等利益 
 法人コンサルティング手数料・

野村證券とのアライアンス業
務による金融商品仲介手数料
が増加 

 ストラクチャードファイナンス
による手数料の増加 

 
③資金調達費用 
 円預金金利の引上げに伴う、

預金等利息の増加等 
 
④その他 
 日銀預け金利息増加 
 外為売買損益（通貨オプショ

ン等）の増加 

① 

③ 

② 

④ 

コア業務純益（※）の増減要因 （単位：億円） 

福井銀行単体 
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4.貸出金・預金 

「まるごと支援」を起点とした「値決め力」の強化により貸出金利息は順調に増加
金利引上げにより預金利息も増加したが、預貸金利回り差は改善 

貸出金・預金の状況 （単位：億円・％） 国内預貸金利回り差 （単位：％） 

貸出金 
利回り 

福井銀行単体 

預貸金 
利回り差 

預金等 
利回り 

（※）外貨貸付および外貨預金を除く 

2025年

3月期

貸出金利息 210.6 +27.7

貸出金平残 20,374 +671

利回り（％） 1.03 +0.11

預金等利息（△） 20.9 +14.4

預金等平残 29,969 +251

利回り（％） 0.06 +0.04

前年度比

（※）外貨貸付および外貨預金を含む 
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5.役務取引等利益 

地域の課題解決業として、お客さまの課題解決支援に取り組み、 
コンサルティング手数料が法人・アセットともに好調に推移 

役務取引等利益の状況 （単位：億円） 

① 

② 

③ 

①コンサル手数料【法人】 

 「まるごと支援」を起点としたグループ一体での課題解決

支援に取組み、SDGs私募債や事業性融資手数料が増加 

②コンサル手数料【アセット】 

 野村證券とのアライアンス業務により、金融商品仲介手数

料が増加 

③シローン関連手数料 

 ストラクチャードファイナンスの取組み強化による手数料

が増加 

役務取引等利益の増減要因 （単位：億円） 

福井銀行単体 

2025年
3月期

役務取引等利益 46.1 +12.3

役務取引等収益 78.9 +11.6

役務取引等費用（△） 32.8 △0.6

前年度比
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6.経費 

初任給の引上げや定例給与のベースアップ実施による人件費増加 
経営統合関連費用として7.5億円計上 

経費の状況 （単位：億円） 経費の増減要因 （単位：億円） 

①人件費 

 職員のウェルビーイング向上「環境・処遇」に資する取組

みとして、初任給の引上げおよび定例給与のベースアッ

プを実施 

②経営統合関連費用 

 経営統合に向けた、システム対応や各種業務委託、店舗

統廃合を見据えた店舗改修等を実施 

① 
② 

福井銀行単体 

2025年
3月期

経費 224.9 +1.3

人件費 108.0 +1.2

物件費 104.4 +0.5

税金 12.4 △0.3

前年度比



7.1.有価証券 

※簿価基準 
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中長期的な収益の安定確保を目指したポートフォリオの再構築 
満期保有目的債券は流動性と金利のリスク管理の観点から保有状況を点検 

有価証券残高の推移 （単位：億円） 

福井銀行単体 

（参考）満期保有目的債券の保有状況 

2025年3月末現在

平均残存年数 2.63年

平均簿価利回り 0.26%



7.2.有価証券 

※投信解約損益含む 
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※満期保有目的除く 

金利上昇局面において、資産の評価損益と流動性の改善を目指し、 
ポートフォリオの再構築を進行中 

有価証券売買・償還等損益の推移 （単位：億円） 

有価証券評価損益の推移 （単位：億円） 

有価証券利息配当金(※）と利回りの推移 （単位：億円・％） 

※投信解約損益・子会社配当を除く 

福井銀行単体 
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8.与信関係費用・不良債権 

再生支援と債権管理の早期着手を強化 
償却債権取立益もあり、与信関係費用は低位 

不良債権残高・比率 （単位：億円・％） 与信関係費用の内訳 （単位：億円） 

不良債権への引当・保全の状況 （単位：億円・％） 

福井銀行単体 

（※）過年度の償却債権の回収による取立益を計上 

2025年
3月期

与信関係費用（①+②-③） 7.1 +0.3

　①一般貸倒引当金繰入額 △ 9.8 +1.6

　②不良債権処理額 34.5 +14.3

　③償却債権取立益(△)（※） 17.5 +15.6

前年度比
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9.コア業務純益（除く投信解約損益） 

貸出金利息が順調に増加。経営統合に関する費用増加等により、 
コア業務純益（※）は前年度比7.3億円減少 

①貸出金利息 
 利回り上昇により貸出金利息

増加 
 
②人件費・物件費 
 経営統合を見据えた人事制度

改定に伴うベースアップ実施
およびシステム統合にかかる
費用の増加 

 
③資金調達費用 
 円預金金利の引上げに伴う、

預金等利息の増加等 
 
④その他 
 前年度に計上した有価証券関

連損益（PEファンド）の減少等 

① ② 

② 

③ 

④ 

（※）投信解約損益除く 

コア業務純益（※）の増減要因 （単位：億円） 

福邦銀行単体 



2025年

3月期

貸出金利息 56.0 +4.7

貸出金平残 4,276 +175

利回り（％） 1.31 +0.06

預金等利息（△） 2.6 +2.3

預金等平残 4,364 +42

利回り（％） 0.06 +0.06

前年度比

10.貸出金・預金 
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貸出金利回りの上昇により、利息収入が増加 
金利引上げにより預金利息が増加したが、預貸金利回り差は維持 

貸出金・預金の状況 （単位：億円・％） 国内預貸金利回り差 （単位：％） 

貸出金 
利回り 

預貸金 
利回り差 

預金等 
利回り 

（※） 

（※）親会社向け貸付金を含む 

福邦銀行単体 

（※）親会社向け貸付金を除く 



11.役務取引等利益 
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役務取引等利益は前年度比減少 
法人コンサルティング手数料はFプロジェクト一体での取組みにより増加 

役務取引等利益の状況 （単位：億円） 

① 
② 

①コンサル手数料【法人】 

 「まるごと支援」を起点としたグループ一体での課題解決

支援に取組み、顧客紹介手数料や事業性融資手数料が増

加 

 

②その他 

 Fプロジェクト共同ATMへの移行に伴い、ATM利用手数

料が減少 

役務取引等利益の増減要因 （単位：億円） 

福邦銀行単体 

2025年
3月期

役務取引等利益 1.6 △1.0

役務取引等収益 11.0 △0.3

役務取引等費用（△） 9.4 +0.7

前年度比



12.経費 
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ベースアップ実施による人件費増加 
経営統合に向けたシステム構築費用として5.1億円計上 

経費の状況 （単位：億円） 経費の増減要因 （単位：億円） 

①人件費 

 経営統合を見据え人事制度改定に伴うベースアップを

実施 

 

②経営統合関連費用 

 経営統合に向けた、店番店名変更等のシステム対応を

実施 

① 

② 

福邦銀行単体 

2025年
3月期

経費 56.1 +4.9

人件費 24.3 +1.2

物件費 28.3 +3.6

税金 3.4 +0.0

前年度比



13.与信関係費用・不良債権 
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不良債権処理費用の減少と 
貸倒引当金戻入益発生により、与信関係費用は減少 

不良債権残高・比率 （単位：億円・％） 与信関係費用の内訳 （単位：億円） 

不良債権への引当・保全の状況 （単位：億円・％） 

福邦銀行単体 

2025年
3月期

与信関係費用（①+②-③） △ 3.7 △10.6

　①一般貸倒引当金繰入額 - +0.3

　②不良債権処理額 1.0 △6.3

　③貸倒引当金戻入益等（△） 4.7 +4.6

前年度比
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14.1.業績予想・配当金 

2025年度の連結当期純利益(※)は 
45億円を計画 

福井銀行【単体】 

Fプロジェクト【連結】 

（※）親会社株主に帰属する当期純利益 

• 「まるごと支援」戦略を軸にお客さまの課題
解決支援に取り組み、貸出金利息を中心と
した本業収益の増加を計画 

• 一方で、経営統合に向けたシステムや業務
共通化にかかる費用（36億円）の発生によ
り、両行の物件費が増加する見込み 

• これらの要因により、連結当期純利益（※）は
45億円を計画 

• なお、経営統合費用は中間期までの支出を
多く見込んでいることから、連結中間純利
益（※）は10億円を計画 

（１）業績予想 

(単位：億円）

（予想） 2024.9比 （予想） 2025.3比

経常利益 28.0 △ 34.7 82.0 △ 5.0

当期（中間）純利益（※） 10.0 △ 44.0 45.0 △ 26.6

※親会社株主に帰属する当期純利益

2025年度中間期 2025年度通期

(単位：億円）

（予想） 2024.9比 （予想） 2025.3比

コア業務純益（※） 51.0 △ 6.2 100.0 △ 0.5

経常利益 44.0 △ 17.7 93.0 +12.8

当期純利益 28.0 △ 27.3 58.0 △ 10.0

※除く投信解約損益

2025年度中間期 2025年度通期
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14.2.業績予想・配当金 

（２）配当金 

2025年3月期の期末配当金は 
予想比5.5円増配し33円 

① 2025年3月期 期末配当金（増配） 

• 1株あたりの年間配当金は、中間
配当金25円と合わせ、前期に比
べて8円増配の58円 

• 2025年3月期の配当性向(単
体)は20.1％ 

② 2026年3月期 配当予想 2026年3月期の年間配当金は 
58円を予定 

• 2026年3月期から配当方針を
変更。安定配当50円に業績連動
配当を合わせ、配当性向（※）を
30％程度とする 

（※）親会社株主に帰属する当期純利益  
   に対する配当性向 

中間期時点の予想
※2024年11月8日公表

決定額 予想比

1株あたり配当金 27.5円 33円 +5.5円 58円

2025年3月期

期末配当金

中間

1株あたり配当金 29円 58円

2026年3月期



２. 
中期経営計画Ⅰの総括 
～課題解決を価値に変えてきた3年間～ 
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中期経営計画Ⅰの総括 

中期経営計画Ⅰの3年間で、『地域の課題解決業』へ進化 
『地域・お客さまの課題発見・解決が、地域価値の向上につながり、当行グループの 
企業価値の向上へとつながっていく』という価値循環の基礎を築いた 

『地域の課題解決業』としての進化をさらに加速するために経営統合へ 

※県民所得：個人や企業の所得を表す 
 県民経済全体の所得のこと 

※活力人口：「福井県長期ビジョン」で 
 基本目標に掲げる人口の考え方 
 交流人口・関係人口を定住人口に換算し、 
 定住人口と足し合わせた人数のこと 

地域価値循環モデル 



 
 

目標経営指標の結果 

連結当期純利益 
（※） 

 

2025年3月期目標 

４０億円 以上 

2025年3月期 

71.6億円 
（目標比：+31.6億円） 

※親会社株主に帰属する当期純利益 

22 

連結自己資本比率 
 
 

2025年3月末目標 

7.0％ 以上 

2025年3月末時点 

7.9％ 
（目標比：+0.9ポイント） 

連結コアOHR 
 

2025年3月期目標 

77.0％ 以下 

2025年3月期 

70.4％ 
（目標比：6.6ポイント達成） 

連結ROE 
 

2025年3月期目標 

3.0％ 以上 

2025年3月期 

5.2％ 
（目標比：+2.2ポイント） 

中期経営計画Ⅰに掲げる、目標経営指標は全て達成 
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中期経営計画Ⅰ KPI進捗状況 

項 目 KPI 
2025年3月期 

（計画） 
2025年3月期 

（実績） 

利 益 

貸出金利息 +8億円 ＋２６．８億円 

法人コンサルティング・ 
グループ会社収益 +15億円 ＋１２．０億円 

個人コンサルティング収益 +5億円 ＋９．７億円 

有価証券利息配当金 +5億円 ▲７．１億円 

ファンダメンタルドメイン
における貸出による収益 +4億円 ＋３６．５億円 

物件費 ▲８億円 ＋１７．２億円 

人件費 ▲５億円 ＋６．８億円 

※4 

具体的な取組みは26頁以降の「中期経営計画Ⅰの具体的な取組み」に記載がございます。 

項 目 KPI 
2025年3月期 

（計画） 
202５年３月期 

（実績） 

結 果 

中小企業向け貸出残高 8,000億円 ９，５７０億円 

観光・まちづくり関連支援
件数 300件 ５６１件 

SDGｓ・脱炭素関連支援 
件数 500件 ６６６件 

店舗数 ▲20％ ▲2６％ 

ATM台数 ▲25％ ▲28％ 

地域への人財供給 
（自然減） 140名 1６０名 

行 動 
インターネットバンキング・ 

アプリ登録先数 25万件 2６万件 

体 制 

戦略分野への人財配置 +60名 +７３名 

コンサルティング人財投資 ＋1億円/年 ＋1.2億円 

デジタル投資 ＋5億円/年 ＋6.5億円 達成 

注 １） 表中の+△表記はすべて2022年3月末比  
   ２）※１：（計画）は2022年4月～2025年3月末での累計 
         （実績）は2022年4月～2025年3月末での累計  
     ※２： 除く投資信託解約損益、子会社配当金 
         ※３：2025年3月末時点 
     ※４：コンサルティング・デジタル及び新規事業分野への人財配置     
     ※５：野村證券㈱からの出向者50名を調整後の数値 

※1 

※1 

※4 ※5 

達成 

達成 

達成 

※3 

※１ 
※２ 

※3 

※3 

※3 

※3 

達成 

達成 

達成 

達成 

達成 

達成 

達成 

達成 

達成 



 
 

24 

中期経営計画Ⅰの1年延長について 

〇 中期経営計画Ⅰの期間変更の理由 

 合併後の新銀行が誕生する２026年度から新中期経営計画をスタートさせるため、 

中期経営計画Ⅰを1年延長します。 

 この期間は「福井銀行・福邦銀行の合併を着実に進め、新銀行としての成長戦略に 

結びつけるための1年間」と位置づけ、地域のすべてのお客さまの幅広い課題の解決 

に向けた体制をさらに強化してまいります。 

福邦銀行との合併 

2026年5月 2022年4月 

中期経営計画Ⅱスタート 
  2026年４月ー202９年3月 

 

中期経営計画I 
  （当初）   2022年4月ー2025年3月 

Fプロジェクト Vision 2032始動 

202５年3月 

1年延長 

ー202６年３月 



（ご参考）本業の収益力を示す統合費用等を除くコア業務純益（福井銀行単体）は、約２0億円の増加を見込む 
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中計Ⅰ延長後の目標経営指標 

項目 
2025年3月期 
(3年目・KPI) 

2025年3月期実績 
(24.3-25.3) 

2026年3月期 
（新目標） 

※統合費用として３６億円を見込む 

連結当期純利益 40億円 以上 ７１.６億円 ４５億円 以上 

連結コアOHR 77.0％ 以下 ７０.４％ 7５.0％ 以下 

連結ROE 3.0％ 以上 ５.２% 3.0% 以上 

連結自己資本比率 7.0% 以上 ７.９% ８.０% 以上 

項目 2025年3月期実績 
2026年3月期 

（見込み） 

コア業務純益 ※福井銀行単体 

（統合費用及び投信解約損益除く） 
１０８億円 １３０億円 



３. 
中期経営計画Ⅰの 
具体的な取組み 

※１ 取組みについて主なものを抜粋しお伝えいたします 
※２ 本日（２０２5年5月9日）同時に発表しております 
    「経営統合による地域価値と企業価値向上への取組み」 
    とも関連するものですので、あわせてご高覧願います 

資料編 
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中期経営計画の位置づけ 

Fプロジェクト Vision 2032 
 

私たちは 職員・お客さまの多様なチャレンジに伴走し 
「地域価値循環モデル」を実現します 

※県民所得：個人や企業の所得を表す 
 県民経済全体の所得のこと 

※活力人口：「福井県長期ビジョン」で 
 基本目標に掲げる人口の考え方 
 交流人口・関係人口を定住人口に換算し、 
 定住人口と足し合わせた人数のこと 
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中期経営計画Ⅰ 

中期経営計画Ⅰ アクションプラン 長期経営計画 
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タウンホールミーティング 

褒めらLETTER 

はせチャンネル 

初任給の引き上げ 初任給の引き上げ 

ウェルビーイング
戦術 

役職員へのウェルビーイングの浸透 

４つのファクターに分け双方向の対話を積み重ねながら取組み実施中 
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ウェルビーイング
戦術 

役職員へのウェルビーイングの浸透 

ウェルビーイング調査結果 

41.1% 
45.8% 

53.4% 
57.0% 

2022.4 2023.1 2024.1 2025.1

年1回実施する「ウェルビーイング調査」の結果分析をもとに各キーファクターに紐づく施策を立案・実施 

福井銀行と福邦銀行のポジティブ回答（合算）が、中期経営計画スタート時から+15.9％と大きく上昇 



7,607
億円 

8,226
億円 

9,401
億円 

9,570
億円 

2022.3 2023.3 2024.3 2025.3
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グループ一体となったお客さまの課題の「発見」と「解決」へ 

お
客
さ
ま
の
課
題 

営業担当者 

本
部
・ア
ド
バ
イ
ザ
ー 

連携 

グ
ル
ー
プ
会
社 

協働 

発見 

解決 

法人コンサルティング収益（2行合算） 

+グループ会社売上高（※１） 

コンサルティング 
戦術 

KPI 中小企業向け貸出残高 
(2行合算) 

※個人向け貸出を除く 

【法人】伴走型支援を通じた真の経営課題の解決 

課題「発見」コンサルティング件数 
(2行合算) 

コンサルティング 
福井キャピタル＆コンサルティング 

地域商社 
ふくいヒトモノデザイン 

決済 
福井カード・福邦カード 

人材 
福井キャリアマネジメント 

リース 
福銀リース 

投資専門子会社 
ふくいキャピタルパートナーズ 

ＩＴ・ＤＸ 
福井ネット 

地域のDX推進 
ふくいのデジタル 

90.4
億円 

100.9
億円 

118.0
億円 

128.1
億円 

2022.3 2023.3 2024.3 2025.3

5,413
件 

6,474
件 

7,492
件 

2023.3 2024.3 2025.3

※１グループ間の業務委託料等を除く売上高（福井信用保証サービスを除く） 

目標値 
8,000億円 



 
 

コンサルティング
戦術 【法人】お客さま向けＤＸ支援 

32 

当行グループのＤＸ支援の取組みは各方面から注目       

（例）経産省「ＤＸ支援ガイダンス＿支援取組事例」で紹介された当行の取組事例 



コンサルティング
戦術 

33 

野村證券との金融商品仲介業務における包括的業務提携 

【個人】ライフステージに応じたサービスの展開によるQOLの向上 

野村證券仲介口座預り残高 証券口座数 アセットコンサルティング手数料推移 
（2行合算） 

202３年５月 

• 提携業務を開始 

• 県内４か所にコンサルティングプラザ開設 

2022年11月 
• 包括的業務提携に 
関する最終契約締結 

2025年4月 
福邦銀行の証券口座(投資信託・債券)を 
野村證券に移管 

• 営業体制の強化 →  野村證券から約５０名の出向者受け入れ • 営業ツールの進化 →  野村證券の資産設計シミュレーションの導入 等 

• 商品数の増加   →  商品数８００超、株や債券の取扱が可能に • 提案力の向上、知識ノウハウの蓄積        



 
 

 
 
地域の課題や優先度を

認識 

 
 

課題解決に向けた 
企画立案 

 
 

グループ一体・ 
産学官金連携による 

課題解決支援 

 
 

地域価値の創出 
（課題解決・ 

地域の魅力度向上） 

 
 

 
福井県活力人口 

100万人 

 

地域の課題解決への取組み 
（地域のチャレンジに伴走） チャレンジゴール 

地域毎の 
課題認識・分析 

コンサルティング
戦術 

地域が抱える課題の解決支援により、地域価値を創出 

34 

【地域】ネットワークを生かした「まち・ひと・しごと」の面的支援 

【グループ一体となった地域価値向上支援】 【観光庁『サステナブルな旅アワード』特別賞を受賞】 

34 

当行グループの経営資源やネット
ワークを最大限活用して、地方公
共団体の課題解決や各種施策を
グループ全体で「まるごと支援」
し、地方創生を強力に後押しする
サービスメニューを策定。 

優良な旅行商品・取組みを広く表彰
する「サステナブルな旅アワード」を
観光庁が創設。 
ふくいヒトモノデザイン(株)の 
企画したプラン「縁（えにし）の旅〜
三方よしから⼗方よしへ」が特別賞

を受賞。 



21 21 26 30 

160 179 
209 

234 

181 
千先 

200 
千先 

235 
千先 

264 
千先 

2022.3 2023.3 2024.3 2025.3

福井銀行 

福邦銀行 

WEB 

ATM 

アプリ 

お客さま 
利便性向上 

専門拠点 
（プラザ） 

銀行窓口 

WEB面談 コールセンター 
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非対面チャネルの拡充により、お客さまの利便性向上を図りつつ業務効率化を実現 

KPI インターネットバンキング・ 
アプリ登録先数の推移 

KPI ＡＴＭ台数の推移 

ユーザビリティ戦術 

機能別戦術（チャネル） 

お客さまのニーズに対して、ヒト（対面チャネル）とデジタル（非対面チャネル）を組み合わせ、お客さまの利便性を向上 

金融インフラサービスの利便性向上とプラットフォームの構築 

地域に根差した「ヒト×デジタル」のハイブリッドチャネルの提供 

71 68 
33 33 

289 

209 

160 158 

7 

56 

70 70 

367台 
333台 

263台 261台 

2022.3 2023.3 2024.3 2025.3

セブン銀行

共同ATM 

福井銀行 

福邦銀行 

目標値 
250千先 

目標値 
△25%（275台） 
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ファンダメンタル
戦術 

長期安定的な財務基盤構築に資するポートフォリオの構築、ノウハウの蓄積 

有価証券運用 ストラクチャード・ファイナンス※ 

資金運用の多様化とノウハウの蓄積 

コンサルティングドメインにおける事業承継および地域プロジェクトへ
のファイナンスノウハウを高める観点からも、この中計期間で強化をし
てきた。高度化する金融ニーズへの対応及びリスク管理体制を強化。 

※ ストラクチャー（仕組み）を構築して行う資金調達方法の総称 

ストラクチャードファイナンス 
残高の推移 

819 
億円 

994 
億円 

1,167
億円 

1,415
億円 

2022.3 2023.3 2024.3 2025.3

円金利上昇を踏まえ、長期的ＲＯＲＡ向上を目指して、
円債デュレーションをコントロールしながら、ポート
フォリオの入れ替えを進める。 



460  424  409  403  

1,966  1,895  1,901  1,863  

2,426人 2,319人 2,310人 2,266人 

2022.3 2023.3 2024.3 2025.3

福井銀行グループ 

福邦銀行グループ 

31 28 23 21 

76 
68 

62 58 

107店舗 
96店舗 

85店舗 79店舗 

2022.3 2023.3 2024.3 2025.3

福井銀行 

福邦銀行 
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KPI 店舗数の推移 

※実店舗数 （Bank in Bank は福邦銀行の店舗数を削除） 

KPI 人員数の推移 

機能別戦術（人事） 

機能別戦術（チャネル） 

戦略分野への人財配置と計画的育成 

地域に根差した「ヒト×デジタル」のハイブリッドチャネルの提供 

BinBおよび本部機能統合による人員創出で戦略分野へ再配置 

※野村證券㈱からの出向者を含む 

目標値 
△20%（85店舗） 

目標値 
△140人（2,286人） 
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機能別戦術 
（デジタル） 

デジタルの力で営業店を「お客さまの課題解決の場」へと進化 

デジタル利活用による利便性・生産性の向上 

税公金収納業務のDX化 次世代営業店システムを県内全店舗に導入 

「DX認定事業者」の認定取得  

【窓口自動入出金機】 【タブレット端末】 

• 当行のDX推進に向けた戦略的な取組みや、それらを効果的に
加速するための体制・環境整備が評価され、「DX認定事業者」
の認定を取得 （当行の取組みがお客さまＤＸ支援の土台に） 

• 窓口での入出金手続き等をお客さま自身がタブレット端末で行える
「次世代営業店システム」を福井県内全店舗に導入完了 

• 福井県内自治体の協力のもと、税公金収納業務をDX化 

• 納付書をイメージデータ化しクラウド上に保存、そのデータを連携
できる仕組みで、納付書の輸送にかかる時間・コストや自治体に 

  おける納付書の保管コスト削減等が可能に 

  （当行実績：輸送コスト年間 約▲70%  年間作業時間 約▲8,000時間） 

• 今後は「福井モデル」として他県の自治体・地方銀行への横展開を
目指す 



４. 
サステナビリティへの 
取組み 

※１ 取組みについて主なものを抜粋しお伝えいたします 
※２ ２０２５年７月発刊予定の統合報告書 
    「FUKUI BANK REPORT 202５」において 
    より全体的な開示を行います 

資料編 
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サステナビリティへの取組み 

持続可能な地域社会の実現に向け、サステナビリティに関する重要事項（マテリアリティ）を定め、気候変動や人的資本経営などの具体的な取組み 
 
 

重要課題（マテリアリティ） 具体的な取組み 関連するＳＤＧｓ 

持続可能な地域社会の実現に向け、サステナビリティに関する重要課題（マテリアリティ）を定めて 
具体的な取組みを実施 
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環境省中部地方環境事務所とセミナーを共催 

• 環境省補助事業を起点に脱炭素の取組みを加速させている 
  お客さまと関心があるお客さまを当行が積極的にマッチング 

「サステナ応援ローン」の取扱い開始 

• ふくぎんサステナビリティ経営サポート融資「サステナ応援
ローン」の取扱いを開始 

• ESG総合スコアおよび温室効果ガスの総排出量に関する
取組状況に応じて、金利優遇を実施 

気候変動に対する取組み 

企業間連携：地域企業の具体的取組みの拡大 

• 地域脱炭素と地域課題解決の
同時実現に向けて、環境省中部
地方環境事務所との連携協定
に基づき、「地域脱炭素の実現
に向けた事業者・金融機関向け
セミナーin北陸」を共催 

• オンライン含め約300名参加 

福井鋲螺㈱さま、日本AMC㈱さまとの情報交換の様子 

地域の脱炭素化に向けて、企業・自治体と連携し、国の理解も得て面的かつ実践的な支援を実施中 
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ウェルビーイングの実現に対する取組み(人的資本経営） 

D＆I ウェルビーイング 

働きやすさ 
働き方改革 
・男性育休の拡大/取得促進 
・不妊治療等との両立支援 

意識改革 
・アンコンシャスバイアスへの対応 
・360度評価へのD＆I項目の組込 
・経営層のD＆Iに対する 
 コミットメント 

チャレンジ支援 
・新任管理職のフォロー体制 
・メンター制度 
・多様なキャリアパス 
・業務経験の偏りの解消 
・役割定義に基づく公正な評価 
・1on1ミーティングの実施 

環境・処遇 
・ベースアップ 
・休暇制度の充実化 
・健康経営 

組織・風土 
・褒めらLETTERの運用 
・マネジメント層への教育 
・1on1ミーティングの実施 

理念・方針 
・タウンホールミーティングの実施 
・インナープロモーション 

意欲・成長 
・考え方教育 
・はせチャンネル 
・リスキリング 
・キャリア支援 

職員一人ひとりが個性を発揮し、多様性を認め合い、成長や働きがいを実感じながら、いきいきと働
ける環境を目指し、D＆Ｉとウェルビーイングに関する取組みを実施 

 
働きがい 
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 事前に株式会社福井銀行の許可を得ることなく本資料を転写・複製し、または第三者に配布

することを禁止します。 

 本資料は、情報の提供のみを目的として作成されたものであり、特定の証券の売買を勧誘す

るものではありません。また、本資料に記載された事項の全部または一部は、予告なく修正・

変更されることがあります。 

 本資料には、将来の業績に関する記述が含まれておりますが、これらの記述は将来の業績を

保証するものではなく、経営環境の変化等により、実際の数値と異なる可能性があることに

ご留意ください。 

【本資料に関するお問い合わせ先】 

株式会社福井銀行 

経営企画グループ ブランド戦略チーム 

E-mail：fbk00108＠fukuibank.jp 



経営統合による 
地域価値と企業価値向上への取組み 

2025年5月9日（金） 

※１．東京証券取引所２０２３年３月３１日付 
   「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応について」 
   「株主との対話の推進と開示について」 
   も踏まえ段階的継続的な取組みを開示するものです 
※２.2024年5月10日公表「経営統合による地域価値と企業価値の向上に向けて」 
    2024年11月8日公表「経営統合による地域価値と企業価値向上への取組み」 
     もあわせて参照ください 
※3.投資家のみなさまからご要望いただいた『統合コストとシナジー』・『収益力強化や 
      自己資本の増強への道筋』について、本資料で説明いたします。 



 
 

現状 対応の基本軸（その２） 

ROE 
（自己資本利益率） ▶ 

自己資本を増強しながらの収益力強化 
収益力強化については、これまでの取組みに加え、福邦銀行との経営統合によるシナジー
を最大化させ、2030年3月期連結当期純利益80億円、長期ビジョンのチャレンジゴール
である2032年3月期連結当期純利益100億円を目指します。 
また、地域への資金供給を円滑化するための銀行本体の自己資本の早期充実も不可欠で
す。収益力の強化を基本としつつ、政策保有株式の縮減、グループ会社自己資本の銀行本
体への集約も行います。 

2 

現状 対応の基本軸（その１） 

PBR 
（株価純資産倍率） ▶ 

「地域価値循環モデルの実現」に対しての 

                  ステークホルダーの理解を高める 
長期ビジョン「地域価値循環モデルの実現」に基づく取組みにより地域価値とともに当行
グループの企業価値を向上させていきます。IR,SRの充実を通じて当行グループの今後
の成長ストーリーへの理解を高める対話を継続的に行うことで、当行の資本コストが長期
的に低下していくことを期待しております。 

企業価値向上に向けた対応の基本軸 

連結：2025年3月期実績 
 

０.３1倍 

中期経営計画Ⅰの3年間で『地域・お客さまの課題発見・解決が、地域価値と企業価値の向上へとつな
がっていく』という価値循環の基礎を築き、収益力強化と自己資本充実を推進 
 
 

前年度比 

△０.02ポイント 

連結：2025年3月期実績 
 

5.26％ 

  前年度比 

+2.39ポイント 
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中期経営計画Ⅰの3年間で、『地域の課題解決業』へ進化 
『地域・お客さまの課題発見・解決が、地域価値の向上につながり、当行グループの 
企業価値の向上へとつながっていく』という価値循環の基礎を築いた 

『地域の課題解決業』としての進化をさらに加速するために経営統合へ 

※県民所得：個人や企業の所得を表す 
 県民経済全体の所得のこと 

※活力人口：「福井県長期ビジョン」で 
 基本目標に掲げる人口の考え方 
 交流人口・関係人口を定住人口に換算し、 
 定住人口と足し合わせた人数のこと 

地域価値循環モデル 

地域価値循環モデル実現への取組み（中期経営計画Ⅰの総括） 

中期経営計画Ⅰの総括・取組みに関しては、決算説明資料20頁以降に記載がございます 
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経営統合によるシナジー効果の最大化 

 ※2023年11月10日公表資料「福井銀行と福邦銀行の経営統合について」より再掲 

経営統合の３つのねらい 

『地域の課題解決業』としての進化をさらに加速するために経営統合へ 

金融機能強化法に基づく
実施計画    

（2024年9月認定） 
のシナジー効果を検証 

 実施計画記載のシナジー効果については、2024年11月8日公表「経営統合による地域価値と企業価値向上への取組み」に記載がございます 



 
 
 
 

5 

環境変化を踏まえたシナジー効果の検証 

「金利ある世界」や「米国による関税措置」等の環境変化と、当行グループのこれまでの取組み実績を
踏まえ、シナジー効果の検証を実施 

シナジー効果の 
最大化に向けて 

環境変化 

金利ある 
世界 

・物価や人件費の上昇 
・人手不足による生産・サービスへの影響 
・価格転嫁力の重要性がクローズアップ 
お客さまの収益構造と経営（財務）戦略の見直し 

・直接的な影響は総じて限定的（※） 
・自動車関連や中国からの仕入れにリスク潜在 
・一部輸出品に影響が出る可能性 
お客さまのビジネスモデルに応じた戦略の見直し 

当行グループの「まるごと支援」 

米国による 
関税措置 

（※）法人のお客さまへの聞き取り調査結果より 

シナジー効果の検証 

トップライン 
シナジー 

・貸出金・預金・有価証券への影響 
・法人・個人コンサルティング収益の変化 

・経営統合費用 
・人件費 

コスト 
シナジー 

 資金繰り支援・人材紹介・人事制度構築支援 
 DXによる生産性向上 
 サステナブル経営等による競争力強化支援 

 海外現地情報や業界動向の提供 
 専門機関と連携し、取引先見直しや拠点シフトを支援 
 米国進出や他国への販売シフト等にかかる資金支援 

• 貸出金・預金・有価証券への影響 
• 法人・個人コンサルティング収益の変化 

• 経営統合費用 
• 人件費 
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環境変化を踏まえたシナリオの検証 
シナジー効果の 
最大化に向けて 

検証の対象 当初シナリオ（実施計画策定時） 検証ポイントと検証後のシナリオ 

政策金利 2024年2月の0.10％が横ばい 段階的に1.00％に上昇 

貸出金 

残高 直近実績をもとに残高増加を計画 
2024年度の金利上昇局面を踏まえ、残高推移を検証 
→当初シナリオに沿った残高増加を計画 

金利 ー 
市場金利上昇への追随率を検証 
→段階的上昇を考慮した追随率を設定 

与信関係
費用 

残高増加の影響を想定 
環境変化に対する「まるごと支援」を前提とした与信関係費用の変動を検証 
→与信関係費用の積み増しを計画 

預金 

残高 ー 
金利上昇に伴う普通預金から定期預金へのシフトを検証 
→過去の金利ある時代を参考にシフトを計画 

金利 ー 
市場金利上昇への追随率を検証 
→実績を考慮した追随率を設定 

有価証券 ー 
市場変動を想定した評価損益の変化とポートフォリオへの影響を検証 
→ロスカットを含めたポートフォリオ再構築を計画 

コンサルティング ー 環境変化に対する「まるごと支援」を継続実施するための体制を検証 

経営統合費用 想定されるシステム・管財投資等を見積り 統合作業を確実に進めるための体制を検証し、費用をアップデート 

人件費 ー 人的資本の充実・強化を目的とした取組みをシナリオに反映 
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検証内容を踏まえたシナジー効果の変化 

中期経営計画Ⅱスタート 
  2026年４月ー202９年3月 

中期経営計画I 
2022年4月ー2026年３月 

「実施計画」認定 
2024年10月ー2030年３月 

2026年5月経営統合 2024年9月 2032年 

Fプロジェクト Vision 2032 

2022年4月 2030年3月 

実施計画 

環境変化を当行グループの成長機会とも捉え、これまでの取組みをさらに加速 
シナジー効果は、実施計画のとおり60億円以上（2030年3月期単年度）の達成を見込む 

検証後の経営統合費用およびシナジー効果の推移 （単位：億円）  

シナジー合計 
 

コスト 
シナジー 

トップライン 
シナジー 

（2030年3月期・単体） 

シナジー効果の 
最大化に向けて 

目標（実施計画） 

60億円以上 
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経営統合費用の変化 

実施計画期間内で 
総額27億円の交付金を受ける計画 

システム統合対応に伴う外部委託費の増加 
を主因とし、経営統合費用を積み増し 

総額122億円（※） 

（当初計画比＋11億円） 
（※）消費税込 

シナジー効果の 
最大化に向けて 

経営統合費用は、システム統合対応費用が増加し、総額122億円（当初計画比+11億円）を見込む 

トップラインシナジー 

コストシナジー 

経営統合 
費用 

経営統合費用見込額の推移 （単位：億円）  

【検証後】経営統合費用 
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トップラインシナジーの変化 

 既存の 
お客さま 

新規の 
お客さま 

課題まるごと支援 
長期目線での 

お客さまの成長支援 
による企業価値向上 

地域まるごと支援 
地域のすべてのお客さまへの支援 

市場金利上昇を含む環境変化を見据えた 
グループ一体の取組みにより  
すでにトップラインシナジーのベースは  
当初計画比高い水準に上昇（シナジーの早期具現化） 

【トップラインシナジー概要】 

シナジー効果の 
最大化に向けて 

環境変化を見据えたグループ一体の「まるごと支援」の強化により、 
トップラインシナジーは、48億円（2030年3月期単年度） を見込む 

トップラインシナジー（※）の推移 （単位：億円）  

実施計画比 
+5.2億円 

（※）単年度 

 システムの統合 
 店舗チャネルの統廃合 
 本部機能・事務の統合 

戦略的人員の再配置 

環境変化をお客さまの課題に対する「まるごと支援」の機会へ 

 お客さまとの接触量の増加 
 「長期支援目線」による伴走支援 
 「付加価値対価」の最大化 

まるごと支援の強化 

 既存の 
お客さま 

新規の 
お客さま 

課題まるごと支援 
長期目線での 

お客さまの成長支援 
による企業価値向上 

地域まるごと支援 
地域のすべてのお客さまへの支援 

現場力向上 
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１，７５０人 

自然減 
３００人 

2025年3月 

２，０５０人 

人員数の推移 
（２行合算） 

2030年3月 
経営統合 

適切な人財配置 
生産性の向上 

戦略分野 

中期経営計画Ⅰの期間中に７３名の人員を戦略分野へ再配置 
さらに経営統合や生産性の向上により創出される人財を戦略分野へ投入し、 
トップラインシナジー効果の最大化を目指す 

シナジー効果の 
最大化に向けて 戦略的な人員再配置 

△１５０人 

人財の創出 

＋５０人 

戦略分野に 
人財投入 

トップライン 
シナジー 

△２００人 
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コストシナジー 

【コストシナジー発生額の推移】 

※統合に伴い 
  コストを減少させる効果 
  （＝利益への寄与額） 

 システム・チャネル・業務に関する 
   コストシナジーは当初計画通りの効果を 
  見込む 
 
 
 
 
 
 
 
 
 人的資本の充実・強化を目的に 
  ベースアップや人事制度改定による 
  人件費の増加を新たに盛り込む 
   （当初計画比では 
    コストシナジー縮減となるものの 
    統合全体での人的効果実現には不可欠） 

業務関連： 
  福井銀行、福邦銀行（以下「２行」という）での 
  本部業務はじめ重複する業務を統合 
チャネル関連： 
  ２行の重複近接する店舗を〇店、 
  ＡＴＭを〇台統合 
システム関連： 
  勘定系システム、情報系システム、各種の 
  サブシステムを統合  

人的資本の充実・強化を目的に、ベースアップや人事制度改定を計画 
コストシナジーは、17億円（2030年3月期単年度） を見込む 

シナジー効果の 
最大化に向けて コストシナジーの変化 

コストシナジー（※）の推移 （単位：億円）  
（※）単年度 

実施計画比 
△3.4億円 

【コストシナジー概要】 

（2）システム・チャネル・業務に関するコストシナジーは 
     実施計画通り 

 システム関連 
  勘定系システム、情報系システム、各種サブシステムの統合 
 チャネル関連 
  両行で近接する店舗を14店、ＡＴＭを6台統合 
 業務関連 
  両行で重複する本部業務等の統合 

（1）人件費の増加を主因とし、コストシナジーは実施計画比 
  △3.4億円 

 職員のウェルビーイング向上「環境・処遇」に資する取組みとして、
ベースアップや人事制度改定を計画 
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自己資本充実に向けた取組み 

２０２４年３月末 
390億円（時価） 
純資産対比27.5％を占める 
政策保有株式について 
２０２７年３月末までに 
純資産対比２０％未満への 
縮減を目指す 

地域・お客さまの課題発見・解決を通した収益増強に加え 自己資本充実にも取り組む 

 グループ会社から当行への特別配当 
 ２０２６年3月期には１０億円実施予定 
 銀行本体の自己資本を増強する 

これまでのグループ経営 
によりグループ内の 
子会社に蓄積された 
純資産のうち一定部分を 
福井銀行に集約する 

１.政策保有株式の縮減 

2.グループ自己資本の集約 
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連結当期純利益１００億円の達成へ 

100億円 

中期経営計画Ⅱスタート 
  2026年４月ー202９年3月 

中期経営計画I 
2022年4月ー2026年３月 

「実施計画」認定 
2024年10月ー2030年３月 

2026年5月経営統合 2024年9月 2032年 

Fプロジェクト Vision 2032 

2022年4月 2030年3月 

実施計画 

「経営統合費用の計上」「環境変化踏まえた貸倒引当金の積み増し」を見込むものの、 
「地域の課題解決業としての進化」と「統合シナジーの最大化」により、連結当期純利益１００億円を視野に 

80億円 

9.00％ 

トップラインシナジー 
48億円 

コストシナジー 
17億円 

与信関係費用 
25億円 

連結ＲＯＥ：5.5％ 
連結ＯＨＲ：55.0％ 

経営統合費用 
総額：122億円 
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株主還元と配当の方針の見直し 
株主・投資家 
のみなさまへ 

当行は、地域価値循環モデルの実現に向け、グループ一体となった支援・伴走を通じて、地域の価値を高め
ることに取り組んでいます。その成果としてグループ全体の収益力を高め、適切な自己資本を確保しつつ、
安定的・継続的に配当を行うことを基本方針としています。 
 
具体的には、１株当たり年間50円の安定配当に業績連動配当を合わせ、親会社株主に帰属する当期純利
益に対する配当性向を30％程度とすることを目途としております。なお、各期の配当金につきましては、
その時々の経済情勢、財務状況、自己資本比率の状況等を勘案し、各期の業績が明らかになった時点で決
定いたします。 
 
内部留保金につきましては、将来の収益基盤強化に向けたシステムやチャネルなどのインフラ整備、戦略
分野や人的資本への投資等に活用することで、企業価値の向上に努めてまいります。 

Ｆプロジェクト Vision２０３２「地域価値循環モデルの実現」に基づき、グループをあげて地域やお客さまの 
課題解決に取り組み経営基盤を強化し収益力も着実に高めてまいりました。 
これらを踏まえ、２０２６年３月期より配当の基準を連結ベースとし配当性向も引き上げることといたしました。 
地域価値を高めることで企業価値を高めていく当行グループへの 株主みなさまのますますのご理解ご支援を
お願い申し上げます。 

配当方針（2026年3月期より見直し） 
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資料編 
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 環境変化（米国による関税措置への考察と備えの基本） 

保護主義的な動きは、約１００年前のスペイン風邪（１９２０年）から世界恐慌（１９２９年）に至る歴史のなかにもあった。 
歴史からの教訓を踏まえ、「グローバル動向」から「地域の見えにくい変化」を早く発見し課題解決に取り組む。 

参考資料 

【1. 米国による関税措置と 
   構造的示唆】 
 
2025年4月、米国トランプ大統領は中国
製品への関税を一気に104%、さらに145%
へと引き上げ、同時に多数の国へは「90
日間の関税停止措置」を発表。 
 
日本経済にも多大な影響を及ぼしている。
特に、自動車や電子機器などの主要輸出
産業は、米国市場での競争力低下に直面
している。 
 
さらに、為替市場の変動やサプライ
チェーンの再編成圧力も加わり、企業は
戦略の見直しを迫られることに。 
この影響により、NYダウは急落し、世界
的に激しい市場変動をもたらした。 
 
この措置は特に中国を明確に“対等な取
引対象”ではなく、“制裁対象”とした
今、グローバルサプライチェーンそのも
のが再編に入ったと見る視点も必要。 
 

【2. 「マールアラーゴ合意」が示す 
   世界通貨秩序の再編】 
 
「マールアラーゴ合意」は、トランプ大統
領のフロリダ州の別荘「マールアラーゴ」
で構想されたとされる経済戦略で、1985年
のプラザ合意を彷彿とさせる内容。 
「米国の通貨高→貿易赤字→製造業空洞
化」という30年来の問題構造に対し、ドル
の意図的下落をもって「米国製品を再び競
争可能にする」ことが狙い。 
 
その論拠とされるのが、スティーブン・ミ
ラン: 経済諮問委員会（Council of 
Economic Advisers）委員長の著書『A 
User’s Guide to Restructuring the 
Global Trading System』 
強いドルが米国の輸出競争力を低下させて
いると指摘し、米ドル通貨安誘導と関税を 
組み合わせた戦略を提案。 
日本を含む同盟国に「輸出競争力の低下」
と「為替圧力による政策従属」が及ぶ可能
性。 
 

【3. 日本経済が直面する構造的変化と 
   潜在的影響】 
 
日本企業の多くが、米国と直接取引をしていな
いようにみえるものの、実態は以下の構造的影
響が進行している可能性 
 
•多くの企業が製造拠点をもつ中国・ASEAN 
 経由で部品や素材が、米国へ再輸出される 
 間接構造 
  → 米国での関税コストが跳ね返り、 
     日本企業が“知らぬ間に取引縮小” 
• 最終製品の関税・通関コード（HSコード） 
  変更で、仕様変更の対応が突如襲来 
  → 販売側ではなく、“調達側の都合で” 
     一方的に切られる事例が起きる可能性。 
  注）HSコード：貿易品目を分類する 
    国際共通の番号。関税や輸出入の根拠 
 
「自分は関係していない」と思っていた企業が、
実は上記のような変化の“余波で影響を受け
る”パターンも想定し準備する必要がある。 
 



 
 

4% 

27% 

38% 

12% 

19% 

31% 

69% 
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「金利ある世界」を踏まえて～預金貸出金の特性 

【事業性貸出金】平均約定金利の推移 
 ※福井銀行単体（管理会計基準） 

【前提シナリオ】 
• 2025年3月に政策金利が0.50%に引上げ 
• 貸出金、預金、日銀当座預金の残高は、

統合計画を維持 
• 有価証券影響額を含めず 
  （金利上昇は資金利益の増加と 
   評価損益の悪化を想定） 
 …資金利益にはプラス 
 

（金利の変化幅） 
• 政策金利：+0.25% 
• 短プラ、Tibor：+0.25% 
• スワップレート(3年）：＋0.20% 
• 普通預金：+0.10% 
• 定期預金（1年）：+0.125% 

〇地域のお客さまは、借入費用の固定化・安定化を望む傾向あり、固定金利 
  ニーズが高い→市場金利の上昇がすぐに貸出金利上昇とはならない 
〇お客さまの「まるごと支援」を起点とした「値決め力」強化により、基準金利 
 に対するスプレッドを改善させ貸出金利回り上昇のベースを築いてきた 
〇これからも、お客さまの状況や金利更改時期を見据えた対話を進めつつ、 
 金利情勢や我々の取り組みにご理解いただき、貸出金利上昇につなげていく 

参考資料 

【預金貸出金】金利種類別残高 
 ※福井銀行単体（管理会計基準） 

〇預金の定期性は預入期間１年以内が９割 
〇貸出は固定金利が７割弱（金利更改までの平均残存期間2.4年） 
〇市場金利上昇の場合には預金利回りのほうが先行上昇する 
 （預金利息が先行増加する） 

 
→「金利ある世界」を踏まえた上昇シナリオを軸に想定・準備 
 

中期経営計画Ⅰ 

金利上昇への準備「新時代大作戦」実施 

市場金利 
上昇 

貸出金 

預金等 
（単位：％） （金額単位：億円） 
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「金利ある世界」のなかでの資金利益への影響検討 

「金利ある世界」「米国による関税措置」の影響を１０以上のシナリオから検討してきた（その一部） 

【前提シナリオ】 
• 2025年3月に政策金利が0.50%に引上げ 
• 貸出金、預金、日銀当座預金の残高は、

統合計画を維持 
• 有価証券影響額を含めず 
  （金利上昇は資金利益の増加と 
   評価損益の悪化を想定） 
 …資金利益にはプラス 
 

（金利の変化幅） 
• 政策金利：+0.25% 
• 短プラ、Tibor：+0.25% 
• スワップレート(3年）：＋0.20% 
• 普通預金：+0.10% 
• 定期預金（1年）：+0.125% 

【前提シナリオ（金利上昇）】 
• 26年3月、27年3月に政策金利を+0.25％ずつ 引上げ 

 
           (2026/3)   (2027/3)  
           下記数値は25年3月末比 

• 政策金利：       +0.25%    +0.50% 
• 短プラ、Tibor：     +0.25%    +0.50% 
• スワップレート(3年）： +0.31%    +0.56% 
• 普通預金：       +0.10%    +0.20% 
• 定期預金（1年）：    +0.15%    +0.30% 
預金、貸出金の追随率は2024年度の市場金利変化に対する実績を使用 
短プラ、預金金利は政策金利変更から0～2か月の適用時期の遅れを想定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【前提シナリオ（金利横ばい）】 
• 政策金利が25年3月以降変化なし 

 
           (2025/3)  

• 政策金利：       0.50% 
• 短プラ：        2.775% 
• スワップレート(3年）： 0.72% 
• 普通預金：       0.20% 
• 定期預金（1年）：    0.225% 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料 

現状でとまってしまえば、5年後（2030年3月）に 
資金利益ベースで約５０億円の幅がある 

「環境の変化」「お客さまの企業活動への影響」「企業活動、消費活動の変化」「資金動向」「銀行ＡＬＭ」を 
「地域価値循環モデルの実現」から、前提の変化も常に念頭において中長期的な計画に織り込む。 

リスク 
シナリオ 

メイン 
シナリオ 
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 事前に株式会社福井銀行の許可を得ることなく本資料を転写・複製し、または第三者に配布

することを禁止します。 

 本資料は、情報の提供のみを目的として作成されたものであり、特定の証券の売買を勧誘す

るものではありません。また、本資料に記載された事項の全部または一部は、予告なく修正・

変更されることがあります。 

 本資料には、将来の業績に関する記述が含まれておりますが、これらの記述は将来の業績を

保証するものではなく、経営環境の変化等により、実際の数値と異なる可能性があることに

ご留意ください。 

【本資料に関するお問い合わせ先】 

株式会社福井銀行 

経営企画グループ ブランド戦略チーム 

E-mail：fbk00108＠fukuibank.jp 


